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8．海事分野でのリスクアセスメントの展開 

8.1 環境FSA

安全に比べると，環境は加害者も被害額も明確で

ないため，リスクアセスメントは導入しにくいと考

えられてきた。しかし，安全に関するFSAが成果

を上げてきたことで，海洋環境保全に関する新基準

導入に際してもFSAの考え方を活用し，EREC
（ Environmental Risk Evaluation Criteria ） を

FSAガイドラインに盛り込むことが検討された。

EUの共同研究プロジェクトSAFEDORは，油流出

を対象として，CATS（Cost of Averting a Tonne of 
Oil Spilt），つまり，「1トンの油流出を防ぐために

実施するRCOとして拠出する金額」，という項目を

導入し，式(3)の様な評価基準を提案した。

ΔC/ΔR = CATS < CATSthr (3)

ΔC：RCOに導入による追加コスト（US$）
ΔR：RCOによる油濁リスク減少効果

CATSthr：任意のRCOの費用対効果を判定するため

の閾値

当初，SAFEDORでは閾値CATSthrとして6万米

ドル／トンの一定値を提案した。それに対して，日

本等が国際油濁補償基金（IOPCF）の1970～2005
年までの油濁事故データに基づき，油濁量（W）と

油濁損害金（C）に関する回帰分析を実施し，C/W
は一定値ではなく，Wの関数であり，Wが大きくな

るとC/Wが小さくなることを示し，回帰分析に基づ

く関数型CATSthrを提案して，IMOで採用された。

海洋環境保全にFSAを導入しようとする動きは，

今のところ油流出のみに留まっているが，影響が大

きいだけに今後の動きが注目される。

8.2 RBM（Risk Based Maintenance）

RBMは，設備の老朽化や異常，故障のリスクを

評価して，評価結果に基づいてメンテナンス・検査

計画を作成する考え方である。「故障が起こったと

きの影響の大きさ」と「故障の起こりやすさ」から

算出した「リスク」を評価し，メンテナンスの合理

的判断とする手法であり，近年，米国でメンテナン

ス対象施設が増加して対処不可能になってきたこと

から，インフラ整備等に導入されている。メジャー

系石油プラントでも利用が開始されており，API
（米国石油協会）やASME（米国機械学会）が普及

を推進している。我が国でも洋上石油備蓄基地のメ

ンテナンス等にこの考え方を利用するのは有意義で

あると考えるが，まだ導入は予定されていない。

9．おわりに 

本稿では，リスクを明確にし，安全を実現するた

めの手段として，リスクアセスメントを取り上げて

てきた。しかし，安全を脅かす一番の要因はヒュー

マンファクターである。人間にはエラーを起こす特

性が備わっているということである。ヒューマンフ

ァクター事故を防ぐ方法としては，フールプルーフ

やフェールセーフ，未然防止や深層防護が研究され

ているが，その1つの解が安全文化の醸成と考えら

れる。安全文化とは，組織のトップから現場の一人

一人まで安全最優先の意識をもち，組織として安全

確保に向けて取り組んでいる状態であるが，これも

また数値化が難しい。リスクアセスメントをヒュー

マンファクター事故の防止に活用することが，未来

への大きい課題である。

参考文献 

1) 2014年版ISO/IECガイド51
2) JIS Z 8115 ディペンダビリティ（信頼性）用

語

3) 向殿政男，安全の理念，学術の動向（2009）
4) 日本リスク研究学会編，リスク学辞典，丸善出

版（2019）
5) Consolidated text of the Guidelines for 

Formal Safety Assessment (FSA) for use in
the IMO rule-making process (MSC/Circ. 
1023-MEPC/Circ.392), MSC 83/INF.2 (2007). 

6) Lord Cullen，The Public Inquiry into the
Piper Alpha Disaster (1990). 

7) ClassNK，HSEマネジメントシステム導入の

ためのガイドライン（2015）．
8) Lord Robens，Safety and Health at Work 

(1972).

自動運航船の社会実装を支える新しい仕組みの必要性について

－11－ 

自動運航船の社会実装を支える新しい仕組みの必要性について

― Vulnerabilityデータベースの構築とリスク評価への活用法検討 ― 

山田 智章＊，梶田 憲之＊＊

1．はじめに

自動運航船の開発が世界的に進んでいる。例えば，

日 本 財 団 事 業 の 無 人 運 航 船 プ ロ ジ ェ ク ト

「MEGURI2040」1)では，5つのコンソーシアムに

よって，観光船／内航コンテナ船／大型フェリーに

よる実際の商業航路での実証実験が実施された。船

員のシャドーイングによるBerth to Berthの自動運

航も実施され，商業活動を行っている他船や漁船を

自動で避航することにも成功した。

技術開発と同時に国際的な規則開発の動きも活発

化しており，国際海事機関（IMO）の第105回海上

安全委員会（MSC 105）では，2024年内に自動運

航船に関する非強制の目標指向型のガイドラインを

作成した上で，新規強制要件（MASS Code）を

2028年1月1日から発効することを目標とした作業

計画が合意されている。

自動運航船において，既存船の支援ツール以上の

使い方（省人化，無人化）をする場合には，自動操

船システムに対する安全性評価を適切に行うことが

重要であり，そのための手法としてリスク評価が注

目されている。実際に，IMOの暫定ガイドライン2)

やいくつかの旗国から発行されているガイドライン

等3-5)でもリスク評価の実施が明記されている。さ

らに，複数の船級協会から自動運航船に関するガイ

ドラインが既に発行されており6-9)，その全てにお

いてリスク評価が重要視されている。

自動運航船のリスク評価を行う際，実績のない新

技術のリスクをどのようにして網羅的に抽出し，ど

のようにして正確に見積もるかが大きなポイントと

なる。実証実験等を通じて経験と知見を蓄積してい

くしかないが，「使ってみて初めてわかる」といっ

た部分はどうしても残る。自動運航船の社会実装を

考えるにあたり，ある程度の不完全性を許容した上

で，運用の在り方を考えることが求められる。徹底

した事前検証を行うことは大前提としつつ，実装後

においても，自動運航船の安全性に関連する知見を

アップデートし，安全評価を改善していくといった

プロセスの構築が必要である。

＊ 技術研究所
＊＊ デジタルトランスフォーメーションセンター

船級協会のような規則開発・安全評価側にも，ロ

バストな規則を作ることを原則としつつ10)，実績の

ない新技術に対しては，作成した規則や基準には不

完全性＝脆弱性（以下，Vulnerability11)）が残っ

ている，という視点を持ち，ライフサイクルにおい

て，柔軟に見直しを図っていくといった姿勢が重要

である。そのためには，「使ってみて初めてわかっ

た情報（特に不具合事例）」を，規則開発・安全評

価側にタイムリーに報告してもらうための仕組みが

必要となる。また，それらの情報を公的機関がデー

タベース化し，技術開発者側のみならず，規則開

発・安全評価側へ適切に開示し，いわゆるPDCAサ

イクルを構築することで，より自動運航船の安全性

を向上させることが期待できる。

2．脆弱性（Vulnerability）の考え方 

2.1 脆弱性（Vulnerability）とは 

Vulnerabilityという言葉は，日常生活でも，例

えば，パソコン等の情報セキュリティ関連で耳にす

ることも多い。総務省の「国民のための情報セキュ

リティサイト」12)に情報セキュリティにおける脆弱

性についてわかりやすい説明が記載されているが，

「脆弱性は完全に対策を施すことが困難であり，

次々と新たな脆弱性が発見されているのが現状」

「一度脆弱性を塞いでも，また新たな脆弱性が発見

される可能性があるため，常にOSやソフトウェア

の更新情報を収集して，できる限り迅速にアップ

デートを行わなければならない」といった記述は，

本稿で着目したいVulnerabilityの特徴である。 
Vulnerabilityは，多くのセキュリティ関連文書を

発行しているNIST（National Institute of Standards 
and Technology：米国国立標準技術研究所）でも採

用されている考え方であり，例えば，Frame work 
for Critical Infrastructure Cybersecurity Version 1.1
（2018年04月）13)においては，リスクを判断する際に

Vulnerabilityを考慮するように記載がなされている

とともに，Vulnerability情報の開示サイクルについ

ても言及がなされている。また，SP-800シリーズ14)
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では，Vulnerability情報の再利用についても要求が

なされており， Vulnerability の情報は，国有

Vulnerabilityデータベース（NVD）を含む，公共お

よび民間の様々なソースから入手できるようになっ

ている点は大変興味深い。すなわち，NISTでは情報

セキュリティは脆弱であるが故に，必ず脆弱な部分

が破られることを前提としており，破られた場合の

対応までがセキュリティの範囲となっている。 
2.2 安全と脆弱性（Vulnerability） 

ISO/IEC GUIDE 51:2014では，安全とは「許容

できないリスクがないこと」といった定義がなされ

ている。安全には，本質安全と機能安全があるが，

システムが複雑化してくるに伴い，機能的な工夫

（安全を確保する機能：安全機能）を導入して，許

容できるレベルの安全を確保する機能安全の考え方

が，様々な業界で取り入れられている。自動運航船

においても，機能安全の考え方に基づき，安全機能

を駆使して安全を確保することになる15)。 
この安全機能にVulnerabilityが残っていると大き

なリスクとなるため，この安全機能のVulnerability
に関する情報を迅速かつ的確に収集する必要がある。 

3．他業界での適用事例 

3.1 自動運転車に関する米国カリフォルニア

州の事例 

米国では州政府が州内の道路行政を管轄しており，

自動運転の公道試験についても，州政府の当局が許

認可を担当している。カリフォルニア州では，自動

運転の導入推進の一環として，2018年4月2日に自

動運転車のテストに関する規則（Article 3.7-
Testing of Autonomous Vehicle）を改正（最新版は

2022年4月13日発効16)）。以下が自動運転車の開発

者に対して義務付けられている17)。 
① 自動運転車の開発者が，車両が制御可能な，

現実に近い環境の中でテストしたと証明する。 
② 州・地方自治体の車両運行関連規則に則っ

て，道路上の状況を検知し，対応できるこ

とを証明する。 
③ 自動運転車のテストは，実施する地域の自治

体にその計画を通知した上で，テスト状況は

双方向通信リンクで監視する。 
④ 事故発生時や自動運転モード解除が必要にな

ったケースは州に報告する。 
本稿では上記④に着目したい。公道試験の段階か

ら，衝突事故発生時には10日以内の報告義務が課

されており（§227.48参照16)），事故を起こしてい

ない場合においても，自動運転モードを解除しなけ

ればならなかったケースを年次報告書としてまとめ，

カリフォルニア州に提出しなければならないことに

なっている（§227.50参照16)）。加えて，特定され

た安全に不当なリスクを及ぼしかねない欠陥につい

ても，報告義務が課されている（3.8. Deployment 
of Autonomous Vehicle§228.12参照18)）。このよう

に，データを集める仕組みを試験実施の認可を与え

る段階から取り入れている点は大いに参考とすべき

ところである。 
カリフォルニア州では，自動運転デリバリーの試

験運用19)やロボタクシーの商業化20)が始まっており，

自動運転車の分野で先進的な取り組みを前進させて

いる。この取り組みを支えているのは前述した規則

であり，規則開発・安全評価側へ提出しにくいよう

に思いがちな不具合データを規則開発・安全評価側

とタイムリーに共有することの重要性を示している

と捉えることができるのかもしれない。 
3.2 民間航空業界の事例 

第二次大戦後に急速な発展を遂げた民間航空機業

界は「事故」を糧としてルールを改正し，安全を向

上してきたあまり幸福ではない歴史を持つ。 
民間航空業界は海事産業と同様に国連の下部組織

で あ る ICAO （ International Civil Aviation 
Organization）が国際基準を制定し，加盟各国は

このルールに準拠した国内法を整備する義務を負う

仕組みを導入している。（ただし，船級協会のよう

な第三者組織は存在しない。） 
このルールは1944年に採択された国際民間航空

条約（通称シカゴ条約）の附属書（以下，ANNEX）

として制定され，航空機の設計・製造・運航等に係

る分野が1つの条約ANNEXとして網羅されている

のが大きな特徴と言える。現在ANNEXは19種類整

備されている。 
ANNEX 1321)は“Aircraft Accident and Incident 

Investigation”（航空機事故及びインシデント調査）

が定義されており，そのCHAPTER 3. GENERAL 
OBJECTIVE OF THE INVESTIGATIONには，

“ 3.1 The sole objective of the investigation of 
accident or incident shall be the prevention of 
accidents and incidents. It is not the purpose of 
this activity to apportion blame or liability”と書

かれている。 
これは，航空機において事故やインシデントは不

可避の事象であり，制定した規制が完全ではないこ

とを認識し，実際に発生した事故やインシデントを

教訓として次に同じ原因の事故やインシデントを発

生させない，という思想を表したものであると言え

る。事実，米国では航空事故調査のために正確な事
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情聴取を行えるようにするために，故意・悪質な過

失でない限り刑事罰には問わない法律が制定されて

いる。 
この精神を元に民間航空機業界では業界の各ス

テークホルダー（各国の政府当局を含む）に対し，

事故やインシデントに留まらず，様々な不具合報

告・公開・分析／解析・対策立案の制度が導入され

ており，日々，航空安全の改善業務が行われる仕組

みが整えられている。当然，情報の収集・報告のみ

ならず，分析／解析／対策立案の役割分担

（RAA：Responsibility, Authority, Accountability）
も明確に規定されている。分析された結果に基づき

様々な対策が講じられる。例えば，規制の変更，

ハードウェアの改修，点検検査の追加等が代表的な

ものである。原因が運航している他の航空機に内在

していることが判明した場合，強制的に対策を講じ

る制度が整えられていることも大きな特徴である。 
この安全活動の重要な部分は， 

(1) 事故・インシデントは必ず発生し，対策を講じ

ることで安全性の向上につながること。 
(2) 対策を講じるためには事故・インシデントを代表

として様々な不具合情報を収集・公開すること 
の 2 点 に 集 約 で き ， 本 論 文 の テ ー マ で あ る

Vulnerabilityが安全性向上に非常に有効であるこ

とを示す例であろう。 
図1に民間航空機業界のVulnerabilityをベースと

したPDCAサイクルの概要を示すので参考になれば

幸いである。 

 
図1 民間航空機業界のVulnerabilityをベース 

としたPDCAサイクルの概要 

4．自動運航船への応用 

4.1 脆弱性（Vulnerability）データベース

の構築 

前述した通り，ある程度の不完全性を受け入れた

上で，運用の在り方を考える。新しい技術と向き合

っていくためには必要な考え方であり，それを社会

に受容してもらえるための仕組みを整えなければな

らない。Vulnerabilityに関する事例を収集し，

データベース化し，それを安全性評価の精度向上に

役立てる，といった仕組みは，他業界では既に取り

入れられている手法であり，自動運航船においても

有効な手法であると考える。 
自動運航船関連技術を対象としたVulnerability

データベースの構築にあたり，その分類・収集方法

等の整理を行う必要があるが，Vulnerabilityは技

術成熟度が上がってくれば，減少していくといった

性質を持っている。そこで，Technology Statusと
Application Area22)の2軸でVulnerabilityのレベル

分けを行い，そのレベルに応じた報告頻度を設定す

る，といったことを提案したい。表1や表2はあくま

でも一例であるが，社会実装時の技術成熟度に応じ

たレベル分けと報告頻度を設定しつつ，技術成熟度

の向上に応じて定期的に見直しを行っていくといっ

たことも考えていく必要があるだろう。 

表1 脆弱性（Vulnerability）のレベル分けの例 

 
Technology Status 

Proven 
Limited 

field 
history 

New or 
unproven 

Application Area SOLAS 
mandatory 

On-shore 
ISO/IEC Others 

Known On-market 
products 1 2 3 

Unknown On-market 
products 2 3 4 

New Development 
/ Update 3 4 5 

表2 脆弱性（Vulnerability）の報告頻度の例 
 Level of Vulnerability 
 1 2 3 4 5 

A Immediately 

B Semi-
annually Quarterly Monthly 

C Annually Semi-
annually Quarterly Monthly 

A. Defects that caused an accident 
B. Defects that caused disengagement of autonomous 

mode 
C. Other defects found during operation 
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では，Vulnerability情報の再利用についても要求が

なされており， Vulnerability の情報は，国有

Vulnerabilityデータベース（NVD）を含む，公共お

よび民間の様々なソースから入手できるようになっ

ている点は大変興味深い。すなわち，NISTでは情報

セキュリティは脆弱であるが故に，必ず脆弱な部分

が破られることを前提としており，破られた場合の

対応までがセキュリティの範囲となっている。 
2.2 安全と脆弱性（Vulnerability） 

ISO/IEC GUIDE 51:2014では，安全とは「許容

できないリスクがないこと」といった定義がなされ

ている。安全には，本質安全と機能安全があるが，

システムが複雑化してくるに伴い，機能的な工夫

（安全を確保する機能：安全機能）を導入して，許

容できるレベルの安全を確保する機能安全の考え方

が，様々な業界で取り入れられている。自動運航船

においても，機能安全の考え方に基づき，安全機能

を駆使して安全を確保することになる15)。 
この安全機能にVulnerabilityが残っていると大き

なリスクとなるため，この安全機能のVulnerability
に関する情報を迅速かつ的確に収集する必要がある。 

3．他業界での適用事例 

3.1 自動運転車に関する米国カリフォルニア

州の事例 

米国では州政府が州内の道路行政を管轄しており，

自動運転の公道試験についても，州政府の当局が許

認可を担当している。カリフォルニア州では，自動

運転の導入推進の一環として，2018年4月2日に自

動運転車のテストに関する規則（Article 3.7-
Testing of Autonomous Vehicle）を改正（最新版は

2022年4月13日発効16)）。以下が自動運転車の開発

者に対して義務付けられている17)。 
① 自動運転車の開発者が，車両が制御可能な，

現実に近い環境の中でテストしたと証明する。 
② 州・地方自治体の車両運行関連規則に則っ

て，道路上の状況を検知し，対応できるこ

とを証明する。 
③ 自動運転車のテストは，実施する地域の自治

体にその計画を通知した上で，テスト状況は

双方向通信リンクで監視する。 
④ 事故発生時や自動運転モード解除が必要にな

ったケースは州に報告する。 
本稿では上記④に着目したい。公道試験の段階か

ら，衝突事故発生時には10日以内の報告義務が課

されており（§227.48参照16)），事故を起こしてい

ない場合においても，自動運転モードを解除しなけ

ればならなかったケースを年次報告書としてまとめ，

カリフォルニア州に提出しなければならないことに

なっている（§227.50参照16)）。加えて，特定され

た安全に不当なリスクを及ぼしかねない欠陥につい

ても，報告義務が課されている（3.8. Deployment 
of Autonomous Vehicle§228.12参照18)）。このよう

に，データを集める仕組みを試験実施の認可を与え

る段階から取り入れている点は大いに参考とすべき

ところである。 
カリフォルニア州では，自動運転デリバリーの試

験運用19)やロボタクシーの商業化20)が始まっており，

自動運転車の分野で先進的な取り組みを前進させて

いる。この取り組みを支えているのは前述した規則

であり，規則開発・安全評価側へ提出しにくいよう

に思いがちな不具合データを規則開発・安全評価側

とタイムリーに共有することの重要性を示している

と捉えることができるのかもしれない。 
3.2 民間航空業界の事例 

第二次大戦後に急速な発展を遂げた民間航空機業

界は「事故」を糧としてルールを改正し，安全を向

上してきたあまり幸福ではない歴史を持つ。 
民間航空業界は海事産業と同様に国連の下部組織

で あ る ICAO （ International Civil Aviation 
Organization）が国際基準を制定し，加盟各国は

このルールに準拠した国内法を整備する義務を負う

仕組みを導入している。（ただし，船級協会のよう

な第三者組織は存在しない。） 
このルールは1944年に採択された国際民間航空

条約（通称シカゴ条約）の附属書（以下，ANNEX）

として制定され，航空機の設計・製造・運航等に係

る分野が1つの条約ANNEXとして網羅されている

のが大きな特徴と言える。現在ANNEXは19種類整

備されている。 
ANNEX 1321)は“Aircraft Accident and Incident 

Investigation”（航空機事故及びインシデント調査）

が定義されており，そのCHAPTER 3. GENERAL 
OBJECTIVE OF THE INVESTIGATIONには，

“ 3.1 The sole objective of the investigation of 
accident or incident shall be the prevention of 
accidents and incidents. It is not the purpose of 
this activity to apportion blame or liability”と書

かれている。 
これは，航空機において事故やインシデントは不

可避の事象であり，制定した規制が完全ではないこ

とを認識し，実際に発生した事故やインシデントを

教訓として次に同じ原因の事故やインシデントを発

生させない，という思想を表したものであると言え

る。事実，米国では航空事故調査のために正確な事
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情聴取を行えるようにするために，故意・悪質な過

失でない限り刑事罰には問わない法律が制定されて

いる。 
この精神を元に民間航空機業界では業界の各ス

テークホルダー（各国の政府当局を含む）に対し，

事故やインシデントに留まらず，様々な不具合報

告・公開・分析／解析・対策立案の制度が導入され

ており，日々，航空安全の改善業務が行われる仕組

みが整えられている。当然，情報の収集・報告のみ

ならず，分析／解析／対策立案の役割分担

（RAA：Responsibility, Authority, Accountability）
も明確に規定されている。分析された結果に基づき

様々な対策が講じられる。例えば，規制の変更，

ハードウェアの改修，点検検査の追加等が代表的な

ものである。原因が運航している他の航空機に内在

していることが判明した場合，強制的に対策を講じ

る制度が整えられていることも大きな特徴である。 
この安全活動の重要な部分は， 

(1) 事故・インシデントは必ず発生し，対策を講じ

ることで安全性の向上につながること。 
(2) 対策を講じるためには事故・インシデントを代表

として様々な不具合情報を収集・公開すること 
の 2 点 に 集 約 で き ， 本 論 文 の テ ー マ で あ る

Vulnerabilityが安全性向上に非常に有効であるこ

とを示す例であろう。 
図1に民間航空機業界のVulnerabilityをベースと

したPDCAサイクルの概要を示すので参考になれば

幸いである。 

 
図1 民間航空機業界のVulnerabilityをベース 

としたPDCAサイクルの概要 

4．自動運航船への応用 

4.1 脆弱性（Vulnerability）データベース

の構築 

前述した通り，ある程度の不完全性を受け入れた

上で，運用の在り方を考える。新しい技術と向き合

っていくためには必要な考え方であり，それを社会

に受容してもらえるための仕組みを整えなければな

らない。Vulnerabilityに関する事例を収集し，

データベース化し，それを安全性評価の精度向上に

役立てる，といった仕組みは，他業界では既に取り

入れられている手法であり，自動運航船においても

有効な手法であると考える。 
自動運航船関連技術を対象としたVulnerability

データベースの構築にあたり，その分類・収集方法

等の整理を行う必要があるが，Vulnerabilityは技

術成熟度が上がってくれば，減少していくといった

性質を持っている。そこで，Technology Statusと
Application Area22)の2軸でVulnerabilityのレベル

分けを行い，そのレベルに応じた報告頻度を設定す

る，といったことを提案したい。表1や表2はあくま

でも一例であるが，社会実装時の技術成熟度に応じ

たレベル分けと報告頻度を設定しつつ，技術成熟度

の向上に応じて定期的に見直しを行っていくといっ

たことも考えていく必要があるだろう。 

表1 脆弱性（Vulnerability）のレベル分けの例 

 
Technology Status 

Proven 
Limited 

field 
history 

New or 
unproven 

Application Area SOLAS 
mandatory 

On-shore 
ISO/IEC Others 

Known On-market 
products 1 2 3 

Unknown On-market 
products 2 3 4 

New Development 
/ Update 3 4 5 

表2 脆弱性（Vulnerability）の報告頻度の例 
 Level of Vulnerability 
 1 2 3 4 5 

A Immediately 

B Semi-
annually Quarterly Monthly 

C Annually Semi-
annually Quarterly Monthly 

A. Defects that caused an accident 
B. Defects that caused disengagement of autonomous 

mode 
C. Other defects found during operation 
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4.2 リスク評価での活用 

自動運航船の実証事業おいてもリスク評価が実施

されており，既存技術との差分を検証しながら新技

術そのものが有しているリスクやそれを船舶へ搭載

したときのリスクについて分析を行い，自動運航船

としての安全性の評価を行っている。しかしながら，

未経験の技術に対し，机上検証の段階において全て

のハザードを抽出するとともに，それらに起因する

リスクを正確に見積もることは非常に難しい。その

ため，実証実験において設定されている安全マージ

ンの大きさと合わせて評価しているのが現状である。 
一方で，真に社会実装を目指すためには，この安

全マージンを最適化する必要がある。この点におい

て，Vulnerabilityの考え方の取り入れは1つの選択

肢になると考えている。例えば，Vulnerability
データベースを活用することで，常に最新の情報に

基づいたリスク評価が可能となる。これにより，リ

スクのすり抜けを防ぐとともに，過度な安全対策の

防止（安全マージンの合理化）につながる。 
4.3 PDCAサイクルの構築と徹底 

開発フェーズにおいては，実証実験の段階から，

故障例やヒヤリハットといった情報や経験を規則開

発・安全評価側と共有することで，技術認証時のす

り抜けを防止する。運用フェーズにおいては，実績

の少ない新技術は，使ってみて初めてわかることが

あることを鑑み，ユーザーである船員からのフィー

ドバックを，技術開発，規則開発，安全評価のそれ

ぞれに適切に行きわたらせることで，技術，規則，

評価それぞれの改善が行われることになる。

Vulnerabilityデータベースを構築し，PDCAサイク

ルを適切に回していくことで，自動運航船の安全性

が向上していくことにつながる。 
Vulnerabilityデータベースを充実させる。技術

開発，規則開発，安全評価のそれぞれの立場から

VulnerabilityをベースとしたPDCAサイクルを構築

する。そして，このPDCAサイクルを効果的に回し

続ける。ハードウェアの故障やソフトウェアの不具

合，オペレーション＆マネジメントの問題等が複雑

に絡み合ってくる自動運航船においては，こういっ

た仕組みが必要と考える。 

5．さいごに 

自動運航船の社会実装が現実味を帯びてきており，

従来の枠を越えた，真に新しい技術／ソリューショ

ンの社会実装を支える新しい仕組み（＝完全無欠で

はない規制や制度を補完する仕組み）を考える時期

に来ている。機能安全やシステムズエンジニアリン

グといった海事業界にとっては新しい考え方も定着

させていく必要がある。その一つの手法として，本

論文ではVulnerabilityの考え方を提案した。 
新しい考え方を定着させるためには，業界内で進

め方と役割分担を整理しなければならない。誰が旗

を振るのか，報告義務を課す場合はどのような仕組

みとするのか，Vulnerabilityデータベースをどこ

に構築するか等，業界内でしっかりとした議論を行

う場が必要である。この点において，中立的な立場

である船級として担うべき役割は大きいと自認して

いる。業界での議論が活性化するよう，働きかけて

いきたい。 
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4.2 リスク評価での活用 

自動運航船の実証事業おいてもリスク評価が実施

されており，既存技術との差分を検証しながら新技

術そのものが有しているリスクやそれを船舶へ搭載

したときのリスクについて分析を行い，自動運航船

としての安全性の評価を行っている。しかしながら，

未経験の技術に対し，机上検証の段階において全て

のハザードを抽出するとともに，それらに起因する

リスクを正確に見積もることは非常に難しい。その

ため，実証実験において設定されている安全マージ

ンの大きさと合わせて評価しているのが現状である。 
一方で，真に社会実装を目指すためには，この安

全マージンを最適化する必要がある。この点におい

て，Vulnerabilityの考え方の取り入れは1つの選択

肢になると考えている。例えば，Vulnerability
データベースを活用することで，常に最新の情報に

基づいたリスク評価が可能となる。これにより，リ

スクのすり抜けを防ぐとともに，過度な安全対策の

防止（安全マージンの合理化）につながる。 
4.3 PDCAサイクルの構築と徹底 

開発フェーズにおいては，実証実験の段階から，

故障例やヒヤリハットといった情報や経験を規則開

発・安全評価側と共有することで，技術認証時のす

り抜けを防止する。運用フェーズにおいては，実績

の少ない新技術は，使ってみて初めてわかることが

あることを鑑み，ユーザーである船員からのフィー

ドバックを，技術開発，規則開発，安全評価のそれ

ぞれに適切に行きわたらせることで，技術，規則，

評価それぞれの改善が行われることになる。

Vulnerabilityデータベースを構築し，PDCAサイク

ルを適切に回していくことで，自動運航船の安全性

が向上していくことにつながる。 
Vulnerabilityデータベースを充実させる。技術

開発，規則開発，安全評価のそれぞれの立場から

VulnerabilityをベースとしたPDCAサイクルを構築

する。そして，このPDCAサイクルを効果的に回し

続ける。ハードウェアの故障やソフトウェアの不具

合，オペレーション＆マネジメントの問題等が複雑

に絡み合ってくる自動運航船においては，こういっ

た仕組みが必要と考える。 

5．さいごに 

自動運航船の社会実装が現実味を帯びてきており，

従来の枠を越えた，真に新しい技術／ソリューショ

ンの社会実装を支える新しい仕組み（＝完全無欠で

はない規制や制度を補完する仕組み）を考える時期

に来ている。機能安全やシステムズエンジニアリン

グといった海事業界にとっては新しい考え方も定着

させていく必要がある。その一つの手法として，本

論文ではVulnerabilityの考え方を提案した。 
新しい考え方を定着させるためには，業界内で進

め方と役割分担を整理しなければならない。誰が旗

を振るのか，報告義務を課す場合はどのような仕組

みとするのか，Vulnerabilityデータベースをどこ

に構築するか等，業界内でしっかりとした議論を行

う場が必要である。この点において，中立的な立場

である船級として担うべき役割は大きいと自認して

いる。業界での議論が活性化するよう，働きかけて

いきたい。 
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